
工事名 令和７年度宮崎法務総合庁舎外２か所照明器具ＬＥＤ化改修工事

競争参加資格

予算決算及び会計令 以下 予決令 という｡ 第７０条及び第７１条の（ 「 」 ）

規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必

要な同意を得ている者は、予決令第７０条における特別の理由がある場合

に該当する。

本工事の業種区分（電気工事）において、法務省の令和７・８年度にお

ける建設工事の一般競争参加資格の認定を受けていること 会社更生法 平（ （

成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者については、手続開始の決定後、法務省が別に定

める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること 。。）

法務省の令和７・８年度における電気工事の一般競争参加資格の認定の

際に算出して得た総合数値が、８５０点以上１，１００点未満（Ｂ）であ

ること。

次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者（監理技術者にあっ

ては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者）を本工

事に専任で配置することができること。

ア 二級電気工事施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であ

ること。

イ 所属建設業者から入札の申込みのあった日以前に同建設業者と３か月

以上の雇用関係にあること。

主任技術者又は監理技術者の専任期間は以下のとおりである。

ア 契約締結日の翌日から工事の始期までの期間については、主任技術者

又は監理技術者の設置を要しない。

イ 契約締結日の翌日から現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の

設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間）について

は、発注者と受注者の間で書面により明確にした場合に限って、主任技

術者又は監理技術者の工事現場での専任を要しない。

ウ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合

を除く 事務手続後 後片付け等のみが残っている期間については 発。） 、 、

注者と受注者の間で書面により明確にした場合に限って、主任技術者又

は監理技術者の工事現場での専任を要しない。なお、検査が終了した日

は、発注者が工事の完成を確認した旨、受注者に通知した日とする。



競争参加資格確認申請書 以下 申請書 という の提出期限の日から（ 「 」 。）

開札の時までの期間に、平成７年１月２３日付け法務省営第１９１号会計

課長通達「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領の制定及び運用につ

いて」に基づく指名停止を受けていないこと。

入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと 入。（

札説明書参照）

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再

生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記 の再認定を

受けた者を除く｡）でないこと。

警察当局から、暴力団が実質的に経営を支配する業者又はこれに準

ずるものとして排除要請があり 法務省大臣官房施設課長が契約の相、

手方として不適当であると認めていないこと。

法務省が発注した工事について、予決令第８５条に基づく調査基準

価格を下回る価格で契約し かつ 当該工事の工事成績評定点が６５、 、

点未満である場合には、その工事成績評定点の通知日の翌日から法務

省が発注する工事の入札公告の日までの期間が１か月を経過してい

ること。



第４号様式  

 

競争参加資格確認結果  

 

１ 工事名    令和７年度宮崎法務総合庁舎外２か所照明器具ＬＥＤ化改修工事  

２ 部局名    宮崎地方検察庁  

３ 入札公告日  令和８年１月１９日  

４ 競争参加資格確認結果通知期限日  令和８年２月２日  

 

 資 格 確 認 申 請 者  資 格 の 有 無  資 格 が な い と 認 め た 理 由 

株式会社小田電業  有   

江平電気株式会社  有   

株式会社みやえい  有   

株式会社マエムラ電設  有   

   

   

   

   

   

   

   

   

（備考）１ 「資格の有無」の欄には、資格があると認めた場には「有」と記載し、資     

格がないと認めた場合には「無」と記載する。  

    ２ 「資格がないと認めた理由」の欄には、競争参加資格確認通知書と同様の     

内容を記載する。   





第６号様式の１ 
 

 
 
 
 

予定価格積算内訳書 
 
 
 

工事名 令和７年度宮崎法務総合庁舎外２か所照明器具ＬＥＤ化改修工事 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



第６号様式の２ 

 工事総括表（１－イ） 

 

 

    金 ６４，８３４，０００ 円 

   （工事価格    金５８，９４０，０００円） 

(調査基準価格  金５９，６４２，０００円)  

   （調査基準価格の１００／１１０ 金５４，２２０，０００円) 

 

 

名    称 摘    要 数 量 単位 金   額 備   考 

直接工事費       

１ 宮崎法務総合庁舎     一   式      ３６，３１５，１７３  

２ 都城地方合同庁舎      一   式           ６，１８３，８６８  

３ 延岡合同庁舎      一   式           ４，６４０，１４８  

         

       

       

       

       

       

       

       

小    計          ４７，１３９，１８９  



 工事総括表（１－ロ） 

名    称 摘    要 数 量 単位 金   額 備   考 

共 通 費       

    共通仮設費     一  式        １，０７１，６８９  

   現場管理費     一  式 ３，７７５，２１６  

   一般管理費等     一  式 ６，９５３，９０６  

       

小   計 （共通費）             １１，８００，８１１  

       

       

       

       

       

    計 （工事価格）         ５８，９４０，０００  

       

       

消費税相当額      一  式            ５，８９４，０００  

       

       

       

       

       

総 合 計              ６４，８３４，０００  

       



名    称 摘    要 数 量 単位 金   額 備   考 

１ 宮崎法務総合庁舎        

１．電灯設備     一  式      ３５，８９０，７１３  

 ２．発生材処理     一  式         ４２４，４６０  

       

   計          ３６，３１５，１７３  

       

       

２ 都城地方合同庁舎       

１．電灯設備     一  式       ６，１１８，７０８  

 ２．発生材処理     一  式          ６５，１６０  

       

   計           ６，１８３，８６８  

       

       

３ 延岡合同庁舎       

１．電灯設備     一  式       ４，５８５，７６８  

 ２．発生材処理     一  式          ５４，３８０  

       

   計           ４，６４０，１４８  

       

       

       

 



名    称 摘    要 数 量 単位 金   額 備   考 

１ 宮崎法務総合庁舎        

１．電灯設備       

  ＬＥＤ照明器具     一  式      ２１，０９６，７２０  

  非常用照明器具     一  式       ２，４９６，０００  

  照明制御装置     一  式         ７１５，０８０  

  配線器具     一  式         １２９，３００  

  施工費     一  式       ９，３３６，４９５  

  撤去     一  式       ２，１１７，１１８  

       

    計          ３５，８９０，７１３  

       

 ２．発生材処理     一  式         ４２４，４６０  

       

    計             ４２４，４６０  

       

       

２ 都城地方合同庁舎       

１．電灯設備       

  ＬＥＤ照明器具     一  式       ３，７４５，９６８  

  非常用照明器具     一  式         ５１４，８００  

  照明制御装置     一  式          ２４，２４０  

  施工費     一  式       １，４５３，４１８  

  撤去     一  式         ３８０，２８２  



名    称 摘    要 数 量 単位 金   額 備   考 

       

    計           ６，１１８，７０８  

       

 ２．発生材処理     一  式          ６５，１６０  

       

    計              ６５，１６０  

       

       

３ 延岡合同庁舎       

１．電灯設備       

  ＬＥＤ照明器具     一  式       ２，６７１，１５２  

  非常用照明器具     一  式         ３２７，６００  

  誘導灯     一  式          １５，９６０  

  施工費     一  式       １，２１６，３４４  

  撤去     一  式         ３５４，７１２  

       

    計           ４，５８５，７６８  

       

 ２．発生材処理     一  式          ５４，３８０  

       

    計              ５４，３８０  

       

 



第７号様式 

低入札価格調査の実施概要 

項    目 内         容 

１ その価格により入札し 

た理由 

 

 

・資材は仕入先からの価格を元に、労務費・共通費は積算基準を

元に積算。 

・自社と現場（宮崎法務総合庁舎・都城地方合同庁舎）の距離が

近いため、移動費や現場管理費を抑えることができる。 

・自社施工で完結するため、安定した労務単価での施工が可能。 

・施工内容的に工程を短縮し、間接費を圧縮することが可能。 

 

２ 契約対象工事付近にお 

ける手持ち工事の状況 

 

 

宮崎県営繕課 

・ひなた宮崎県総合運動公園合宿所内部改修他工事（電気） 

・宮崎西高校第３０棟（武道場）他照明設備改修工事 

・県庁３号館消防設備改修工事 

宮崎市 

・宮崎市フェニックス自然動物園内電気設備更新工事 

都城市 

・高城総合支所複合施設整備事業図書館増築（電気）工事 

 

３ 契約対象工事に関連す 

る手持ち工事の状況 

 

該当なし 

 

 

４ 契約対象工事場所と入 

札者の事業所、倉庫等の 

関連 

 

宮崎本店 宮崎法務総合庁舎から約５km 

都城本店 都城地方合同庁舎から約５km 

 

５ 手持ち資材の状況 

 

 

該当なし 

 

 

６ 資材購入先及び購入先 

と入札者の関係 

 

予定資材購入先：米良電機産業㈱ 

関係：常時取引を行っている仕入先 

 

７ 手持ち機械数の状況 

 

 

本工事に関連する手持ち機械（機材）は次のとおり。 

・脚立、養生シート、全ネジカッター 

 

８ 労務者の具体的供給見 

通し 

 

自社社員４名予定 

 

 

９ 過去に施工された公共 

工事名及び発注者 

 

 

 

 

都城市 

・山田配水池外３箇所機械電気設備工事 

・都城運動公園整備テニスコート照明工事 

・都城運動公園整備公園北側駐車場外電気工事 

・一万城浄水場非常用発電機更新工事 

宮崎県都城土木事務所 

・国道２６９号道の駅山之口工区道路照明移設工事 

宮崎県企業局 

・綾南ダム取水口ゲート機側操作盤取替工事 



・松尾ダム取水口ゲート機側操作盤取替工事 

宮崎県営繕課 

・ひなた宮崎県総合運動公園北遊水池１号排水機場受電設備設

置工事 

宮崎市 

・宮崎市営住宅内山団地Ａ棟外１棟電気幹線改修工事 

・（仮称）みやざきこどもセンター新築工事に伴う宮崎中央公園

低圧受電設備切替改修工事 

 

10 経営内容 

 

 

決算報告書のとおり 

 

 

11 １から10までの事情聴 

取した結果についての調 

査検討 

 

 

 

 ヒアリング等の結果、以下のことが確認されたので、調査対象

会社（以下「同社」という。）について、契約内容に適合した工

事の履行が可能と認められる。 
・同社施工で完結するため、安定した労務単価での施工が可能。 
・同社と現場（宮崎・都城）との距離も近いため、移動費・現場

管理費を抑えることができる。 
・常時取引している仕入先から資材を購入することにより、安定

して資材を調達することができる。 
・同社はこれまで多数の公共工事を施工している。 
 

12 入札者の施工した法務 

省発注工事の成績状況 

 

該当なし 

 

 

13 経営状況 

 

 

 

 ＜公表しないこととする＞ 

 

14 信用状況 

  

 

特に問題なし 

 

 

15 その他 

 

 

特記事項なし 

 

 

 



第８号様式の１

令和8年2月25日 午後4時00分 開札日時 午前11時00分

１回 ２回

千円

千円

令和8年3月3日

54,220

9

8

　当該金額に１０％に相当する額（消費税相当額）を加算した金額が、法律上の入札
（見積）金額である。

落札決定の理由

調査基準価格（税抜価格）

7

10

西 岡 敏

江平電気株式会社

株式会社みやえい

株式会社小田電業

法人番号4350001002015

法人番号4350001002683

予 定 価 格 （税抜価格）

会計法第２９条の３第１項による一般競争
低入札価格調査制度対象工事

備　　　　　考

58,940

72,200

72,520

株式会社マエムラ電設
52,670 （落札）

68,523

入　札　調　書

件　　　名 令和７年度宮崎法務総合庁舎外２か所照明器具ＬＥＤ化改修工事

金額（千円） 金額（千円）

入札及び開札の場所
（入札）宮崎地方検察庁４階会計課及び電子調達システム
（開札）宮崎地方検察庁会議室 及び電子調達システム

入札日時　 令和8年2月26日

入　　札　　者
法　人　番　号

見積２回見積１回

4
法人番号9350001000311

2

1
法人番号4350001008268

3

5

6

宮崎地方検察庁　検察事務官

宮崎地方検察庁　検察事務官

入札執行者

立会者 押 領 司 美 樹

　予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札し、また、当該価格につい
て、予算決算及び会計令第８６条の規定により調査した結果、一定の水準を保った
適切な契約の履行が可能と判断したため。



第９号様式 

契約の内容 

 

 契約年月日 令和８年３月１２日 

 契約業者名 株式会社マエムラ電設 

 契約業者の住所 宮崎市下北方町垣下１番地５ 

 工事の名称 令和７年度宮崎法務総合庁舎外２か所照明器具ＬＥＤ化改

修工事 

 工事場所 宮崎市別府町１番１号 宮崎法務総合庁舎 

宮崎県都城市上町２街区１１号 都城地方合同庁舎 

宮崎県延岡市大貫町１丁目２９１５番地 延岡合同庁舎 

 工事種別 電気工事 

 工事概要 

 

 

宮崎法務総合庁舎、都城地方合同庁舎及び延岡合同庁舎

の検察庁専用部に設置されている既存の照明器具を撤去

し、ＬＥＤ照明器具に改修する。 

 工期 （自）～（至） 令和８年３月１３日～令和９年２月２８日 

 契約金額 ￥５７，９３７，０００－ 

（うち消費税相当額 ￥５，２６７，０００－） 

 


